
 

 

 

 

埼玉県議会の議会運営委員会が２９日朝に開かれ、

自民党が前回の委員会（２２日）に提案していた、請

願に対する本会議討論は原則として行わないとする

申し合わせを自民、公明の多数決で決定しました。議

会運営委員会に委員のいる４会派（自民、民主、公明、

刷新）のうち民主、刷新は反対しました。 

 

抗議の団長声明を発表 
共産党県議団 

 議会運営員会での決定を受け、日本共産党県議団は

柳下礼子団長名の抗議の声明を発表しました。談話は

次の通りです。 

 
 本日開かれた議会運営委員会で、自民党と公明党

は請願に対する本会議討論についての申し合わせ

を見直し、｢原則として討論を行わない」とする提

案を多数決で可決した。 

 議会運営等に関する事項について各会派で協

議・調整する場である議会運営委員会において多数

決が罷り通るようなことは、それ自体議会の民主的

運営に反することであり、議会の自殺行為と言わな

ければならない。自民党、公明党、議会運営委員会

正副委員長の責任はきわめて重大である。 

 改めて指摘するまでもなく、請願権は憲法第１６

条で規定された国民の権利であり、請願の審査内容

や、各会派、議員の態度を主権者である国民や住民

に明らかにすることは、言論の府としての議会の本

来の役割であり責務である。 

 この趣旨に照らすならば、議会として本会議にお 

いて賛成、反対の意を表明して採択か不採択かを決

する以上、会派や議員が討論を通じて請願に対する 

 

 

 

 

態度表明を行うのは請願者や県民に対する当然の

責任である。現に、本県議会では４０年以上にわた

って請願に対する討論が行われ、先例として定着し

てきたところである。 

 全国的にみても請願の討論を行っていないのは、

東京都議会など５つの都府県に留まっており、これ

をやめなければならない正当な理由は見当たらな

い。とりわけ、全ての常任委員会に議席を有しない

少数会派や無所属議員にとっては、本会議での討論

が請願に対する態度を表明できる唯一の場となっ

ており、県民への説明責任を果たす上からもこの機

会を奪うことは到底容認できない。 

 自民党などの今回の暴挙は、地方議会の民主的改

革の方向に反するものであり、県民の厳しい批判を

免れないものである。 

 よってわが党は、今回の議会運営委員会の決定に

強く抗議するとともに、請願の本会議討論を認める

よう、引き続き機会あるごとに求めていく決意であ

る。 

 

地方議員からも反対の声 
 議会運営委員会での決定に先立ち、県内各地の無所

属市町議１５人（のちに３人追加して合計１８人）は

２８日、県議会本会議での請願討論を引き続き実施す

るよう求める要望書を鈴木聖二議長と本木茂議会運

営委員長に提出しました。 

日本共産党県議団ほっとＮＥＷＳ 
 ＮＯ．１８ 

２０１１年９月２９日 日本共産党埼玉県議団 048-824-3413 

討論封じは議会の自殺行為だ 
２９日の県議会議会運営委員会で請願の本会議討論原則廃止を決定 

村岡正嗣県議の一般質問は 

あす３０日（金）午後３時から。 

皆様の傍聴をお待ちしております。 


